
【事業の経緯】

河川-7  郡川総合流域防災事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完了 (億円)

当初 H9 H28
改修延長い8,970m    =
河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等

第 1回審議
(H16)

整備計画策定 H9 H28 59.3 2.45

改修延長い8,970m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等       '

第2回審議
(H21)

整備計画策定後

5年経過
H9 H35 59.3 1.41

改修延長い8,970m

河道拡幅～河床掘削、集堤、護岸、
橋梁、堰等

第3回審議
(H26)

再評価後
5年経過

H9 H35 59.3 1.40

改修延長L=8,970m

河適拡幅、河床掘削、ヽ築堤、護岸、
橋梁、堰等

第4回審議
(H30:今 回)

再評価後
変更

H9 H42 77.2 1.32

改修延長い8,970m

河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、
橋梁、堰等



エ ス

郡川 事業名 総合流域防災 事業区間 河日～南河内川合流点 L=8,970m河)ll名

再 評 価 の 実 施 理 由 再評価後変更

未着工或いは事業が長期間要している
理     由

改修延長が長く、堰・橋梁等の構造物が多く、関係機関との調整に時間を要す
るため。

事  業   目  的 洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止する。

事 業 実 施 内 容 河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、橋梁、堰等

上 位 計 画 に お け る 位 置 づ け
長崎県総合計画チャレンジ2020
9-(4)-5「 地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備
などの防災対策の推進」

事
業
内
容

目標流量 520m3/s 治水安全度 1/50

事業採択年 平成9年 用地着手年 平成13年 工事着二年 平成20年度

全体事業費
(内用地費)

77.2億円
(4.0億 円)

投資事業費
(内用地費)

23.8億円(進捗率 30.8%)
2,07億円(進捗率 51,8%)

郡川河日より左岸の拡幅、護岸整備を進めている。事業進捗状況

事
業

の
進
捗
状
況 一連の整備効果の発現状況

整備済区間(下流部約850m区間)イこついては、目標流量を流す流下能力
を有している。      」

現状での課題 事業を促進し、早期完成を目指す。(平成42年度完成予定)

① 浸水戸数

② 農地浸水面積

③ 重要な公共施設等

④ 災害弱者関連施設

⑤ その他

1149万=
160ha

中学校 1、 消防分署

養護学校 1

国道34号、」R大村線

災害発生時影響 (想定氾濫区域内)

① 主な被災年

② 最大浸水戸数

③ 最大農地浸水面積

④ 重要な公共施設等

⑤ 災害弱者関連施設

⑥ その他

昭和32年、37年、51年、57年、62年、平成2年、3年

62戸 (平成2年 7月 )

60,6ha(平成2年 7月 )

不明

不明

不明

過去の災害実績

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況

① 改修 目標流量に対する現況流下能力の割合 :約50%

② 現況の治水安全度    : 1/2未満

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

地
域

の
状
況

高速交通体系の要衡地である地理的特性を活かし都市機能や産業等の集
積が進んでおり、現在新幹線の整備も進められている。

大村市を主体とした協力を得ている。

最下流部では大村市総合運動公園の整備が進められているが、整合性に
ついて特に変化はない。

洪水氾濫被害に対する安全の確保のため、河川改修事業の早期完成が望
まれている。

H30年度から九州新幹線事業に伴い、」R大村線橋梁の架替え事業を都市
計画道路と合わせて開始予定

① 地域開発の状況

② 地域の協力体制

⑤ 事業の状況

る④ 地域の事業に対す
社会的評価

③ 関連事業との整合性の
i変化

費
用
対
効
果
分
析

「治水経済調査マニュアル (案 ):平成17年4月 」に基づき分析

総便益 (B):   10,761 百万円

総費用 (C):   8,164 百万円

B/C=  1.32

再評価による今後の対応方針 事業継続



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

詳細審議

再評価対象事業
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詳細説明 (1)事業期間の変更

【完了工期】H35(前回)→ H42(変更)

【理由】ヽ
BJR大村線橋梁の架替えに時間を要するため。
・改修延長が長く、堰▼橋梁等の構造物が多く、

関係機関との調華に時間を要するため。

詳細説明 (2)事業費の変更

【事業費増】59,3億円(前 )→

3
固定堰から可動堰ヘ

(変更)
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①仮線方式への変更による増額中■約10億円
活線方式での施工の場合、既設の橋梁を供用しながら新たな橋

脚設置となるため、河川断面の阻害等による出水に対する安全確
保が困難なため、仮線方式へ変更となつた。

4

平四郎堰改修

改修前 改修後

|

仮線方式区間

くゝ

会



詳細説明 (2)事業費の変更
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詳細説明 (3)事業費の変更

【事業費増】5913億 円(前回)→ 77.2億 円(変更)

ゴム堰 (他事例) 鋼製堰 (本城堰改修)

堰の改築費用の実績に伴う変更。

②-1堰の構造変更
郡川の現地状況に合わせて、堰の構造を検討した結果、ゴム堰

から鋼製堰への変更による事業費が増額となる。
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詳細説明 (3)事業賢の変更

【事業費増】59口3億円(前回)→ 77日2億円(変更)

出水期の状況 (7月 )

②工2仮設費
川幅が広く降雨時には水量があるため、工事の分割や仮締切など

の仮設費による事業費が増額となる。

堰の改築費用の実績による増額中■約8億円
7

費用・便益の算定方法

・河川Eゲム事業

非出水期の状況 (2月 )

費用 (C)

0洪水氾濫被害の防止効果
<直接被害額>

0建設費

102.3(億円) 73.4(億 円)

0洪水氾濫被害の防止効果
<間接被害額>

0維持管理費

5.3(億円) 8.2(億円)

総合計 107.6(億円) 総合計 81.6(億円)

B/C=1.32
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治水経済調査マニュアル (案)平成29年2月 国上交通省河川局



今後のラ定

【完了工期】H42年度完了予定

〔今後の事業見通し〕

H31:河床掘削及び護岸堤防工事着手予定

H34:堰の改修工事着手予定

H35:国道橋架替工事着手予定

H36:JR橋架替工事完了予定

H42:河川改修工事完了予定
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対応方針

(原案)

継続


